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研究要旨 

超少子高齢化に伴う就労人口の高齢化や定年延長により、わが国では、就労中にがんと診断される労働者

のさらなる増加が予想される。事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン（厚生労働

省）や改正がん対策基本法を踏まえ、がんとの共生をめざし、長期にわたることが少なくない治療と就労に

ついてどのように調和を図るか、がん患者自身へのエンパワメント、主治医の負担を増やさない形での医療

機関での支援、そして企業での支援の在り方について、実用的かつ効果的な手法の開発が求められる。本研

究では、がん拠点病院等医療機関のがん相談支援センターや職域で活用できる実用的な「両立支援マトリク

ス」（治療コース（カレンダー）とそれに伴い望まれる合理的配慮の一覧表）、医療機関から職域へ患者中心

に情報授受を行う「がん健カード」（Clinics to Companies:C2C連携ツール）、そしてそれらを効果的に活用

するために、医療機関の医療職両立支援コーディネータや産業保健スタッフが把握することが望まれる治療

内容・症状・病態の「疾病性」を「職場での配慮内容」へ翻訳する役割の在り方について分析した。 

両立支援マトリクスについて、職業生活（作業事例性：19項目）・治療（疾病性：共通 19+15項目）・タイ

ムコース（治療見込カレンダー）の 3基本要素の抽出を行った。合理的配慮（共通）としては、①職場復帰

前の練習や調整、②通勤調整（時差出勤）、③作業の段階的な慣らしや一時的な中止（作業転換）、④休憩（ト

イレや捕食等を含む）の在り方、⑤使用薬剤による作業の適否（主治医ならびに産業医指示）、⑥食事関連配

慮、⑦時間外残業の制限等の要素が抽出された。さらに、両立支援推進のために医療機関支援スタッフ（が

ん相談支援センター等を含む）や職域の産業保健スタッフに望まれる役割として、①体力低下や倦怠感

（cancer related fatigue）、②慢性疼痛、③メンタルヘルス不調や睡眠障害、④認知機能低下といった

invisible symptoms（他人に気づかれにくい症状）を評価・フォローアップする重要性が示唆された。 
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Ａ.研究背景および目的 

平成 28年 2月、厚生労働省より「事業場における

治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」１）

が公表された。これは、特にがんをはじめとする種々

の疾病の医学的進歩に伴う治療予後向上や、日本社

会の超少子高齢化に伴う労働力不足と高年齢就業者

の増加を背景としている。さらに健康経営や

diversity & inclusion といった概念の普及に呼応

した企業の人材活用への取組みもこの追い風となっ

ている。国際的にも臨床医学と予防医学（特に 3 次

予防や産業保健）の協調と連携の機運がみられ、英国

では 2010 年より、家庭医（General Practitioner）

が The Statement of Fitness for Work（通称、Fit 

Note）を作成する制度が導入されており、医療機関と

職域をつなぐ有用な連携ツールの一つと考えられる

２）。英国のこの制度は、’Sick Note to Fit Note’

という言葉が象徴するように、医療機関の主治医が、

患者の仕事に関して「病休診断書」のみならず「就業

両立意見書」を作成するという大きな意識改革をも

たらしつつある。このように患者の well-beingの推

進をめざした主治医による social prescribing（社

会的処方）が近年、欧州を中心に注目されている３）。

わが国では、ニッポン一億総活躍プラン（平成 28年

6月閣議決定）の実現へ向けた大きな具体的な柱であ

る働き方改革の検討課題の一つとしてこの問題が提

起され、働き方改革実行計画（平成 29年 3月働き方

改革実現会議決定）では、企業の意識改革と受け入れ

態勢の整備、医療機関と職域の連携支援体制の推進、

さらに産業医や産業保健機能の強化が盛り込まれて

いる。 

このような両立支援の推進の対象として想定され

る最大の疾病が、がんである。超少子高齢化に伴う就

労人口の高齢化や定年延長とあわせ、今後ますます

就労中にがんと診断される労働者の増加が予想され

る。また、女性の就労率や若年女性のがん（乳がん・

子宮頸がん）罹患率の上昇とあわせ、がん患者の就労

（Stay at Work）継続支援の必要性が一段と増す。

改正がん対策基本法（平成 28年 12月）では、「事業

者はがんに罹患した労働者の雇用継続に努めなけれ

ばならない」ことが明記され、がん罹患社員の就労支

援が企業の努力義務と定められた。がんとの共生を

めざし、長期にわたることが少なくない治療と就労

についてどのように調和を図るか、がん患者自身へ

のエンパワメント、主治医の負担を増やさない形で

の医療機関での支援、そして企業での支援の在り方

について実用的かつ効果的な手法の開発が喫緊の課

題である。 

本研究では、がん拠点病院等医療機関のがん相談

支援センターや職域で活用できる実用的な「両立支

援マトリクス」（治療コース（カレンダー）とそれに

伴い望まれる合理的配慮の一覧表）、医療機関から職

域へ患者中心に情報授受を行う「がん健カード」

（Clinics to Companies:C2C連携ツール）、そして

それらを効果的に活用するために、医療機関の医療

職両立支援コーディネータや産業保健スタッフが把

握することが望まれる治療内容・症状・病態の「疾病

性」を「職場での合理的配慮内容」へ翻訳する役割の

在り方について分析する。 

 

Ｂ.研究方法 

【 １ 】支援ツール（両立支援マトリクス、がん種別

ガイダンス）作成 

（１－１）がん治療中の生活に影響を与えうる就業

内容の分析 

（１－２）がん治療と就労の両立に影響しうる症状

や病態（疾病性）の分析 

（１－３）がん種別、診断後のタイムコースカレンダ

ーを含めた両立支援マトリクスおよび両立支援ガイ

ダンス策定 

 がん臨床専門医、公衆・労働衛生専門家（研究者・

実務者）、産業保健実務家、患者団体代表からなる専

門家パネル会議ならびにそれを補完する連携ディス

カッションにより、ツールの素案となるたたき台原

案（エキスパートオピニオン）を作成する。特に（１）

がん治療中の生活に影響を与えうる就業内容の分析

については、作業管理ならびに作業環境管理の両者

の観点を踏まえた労働衛生・人間工学の視点を導入

して分析する。（２）がん治療中の就労継続に影響し
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うる症状や病態（疾病性）の分析については、現在の

わが国における各がん種の治療別退院・就業可能レ

ベル（主治医判断）の事例と、産業保健スタッフによ

るがん職場復帰支援実務事例４,５）の両者のすり合わ

せによる分析を行う。（３）１、２の結果を踏まえ、

さらに、「診断から治療、職場復帰、治療との両立の

タイムコース」の要素を盛り込んだ「職場での合理的

配慮マトリクス」の作成をめざす。各界の関係者を交

えたパネル会議によるエキスパートオピニオン集約

により、患者（就労者）・支援スタッフ（臨床医・産

業保健スタッフ・医療職両立支援コーディネータ等）

が活用できるマトリクスならびにガイダンスを作成

する。 

【 ２ 】医療機関－企業（C2C）連携簡便ツール開発 

（２－４）がん患者のエンパワメントをめざした、医

療機関（主治医）と職域（産業保健スタッフや人事担

当者）の連携ツールとしての、がん健カード策定 

 「事業場における治療と職業生活の両立支援のた

めのガイドライン」（平成 28 年 2 月、厚生労働省）

では、医療機関（主治医）と職域（産業医等の産業保

健スタッフ、あるいは職場の支援スタッフ）の情報連

携に関する様式が提示されている。労働者の健康情

報（患者の医療情報）は特に配慮を要する個人情報で

あり、両立支援を行う職場では、その疾病性情報を職

場での配慮内容に翻訳した「事例性情報」が求められ、

それを盛り込んだ連携文書が実用的である４）。ただ

先行研究により、自由記載形式の就労（復職・両立）

意見書では、実際に患者やその上司にとって就労現

場で役立つ意見書を得られにくい場合をみとめる４）

ことから、実効性かつ主治医負担をできるだけ増や

さない形での双方向連携ツール様式「がん健カード」

の作成をめざす。 

【 ３ 】がん患者の両立支援のために職域で求めら

れる合理的配慮の在り方と、その推進のために医療

機関支援スタッフ（がん相談支援センター等におけ

る看護師・薬剤師・臨床心理士・医学物理士・医療職

両立支援コーディネータ）や職域の産業保健スタッ

フに望まれる役割の分析 

 上記【１】【２】の開発ツールの実効的な活用のた

め、支援スタッフが果たすべき役割について、特に、

他人に気づかれにくく支援の必要性が高いことが多

い invisible symptoms（メンタルヘルス不調、睡眠

障害、疼痛コントロール、倦怠感、ケモブレイン等の

認知機能低下）について、文献検索とエキスパートオ

ピニオンの集約をめざす。倫理的配慮として本研究

は順天堂大学医学部倫理委員会承認（第2017024号）

をうけた。 

 

Ｃ.研究結果 

【 １ 】支援ツール（両立支援マトリクス、がん種別

ガイダンス）作成 

（１－１）がん治療中の生活に影響を与えうる作業

内容の分析（研究協力者：泉博之） 

 作業環境管理および作業管理の観点から、安全面

も含めて身体への影響が大きいと考えられる作業の

洗い出しを行った。その結果、作業環境 12項目、心

身高負荷作業 5項目、勤務形態（時間帯）2項目（計：

12×5×2＝120項目）が抽出された。 

 

１． 作業環境（環境から身体や疾患への直接的影響

および保護具による影響） 

a・温熱環境 

① 暑熱：２８℃以上 

② 寒冷：冷蔵庫／冷凍庫・寒冷地 

b・騒音・振動環境 

③ 騒音曝露 

④ 長時間の振動曝露（車両運転） 

c・有害光線（皮膚等への影響・保護具着用） 

⑤ 紫外線曝露（屋外・溶接作業） 

d・放射線 

⑥ 屋外（自然放射線） 

⑦ 放射線取扱作業 

e・化学物質 

⑧ 有機溶剤など 

f・低酸素環境（呼吸器の問題） 

⑨ 坑内作業・ピット内作業 

⑩ 粉じん環境（保護具着用による呼吸抵抗・酸

素濃度の低下） 
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⑪ 高所作業（転倒・転落） 

⑫ 暗所作業 

２． 心身高負荷作業（精神的身体的作業強度・作業

量・作業時間・作業速度の影響：呼吸器・循環器

への負担、作業への拘束によるトイレ休憩の制

限など、長時間の緊張を強いられる、不活動によ

る影響） 

g・筋力が要求される作業 

⑬ 全身の筋力が必要とされる作業（重量物取

扱い作業・運送業（移動含む）：立位作業） 

⑭ 局所的な筋力が繰り返し必要とされる作業

（ライン作業による組立作業：立位・座位） 

h・より高い集中が要求される作業 

⑮ 連続作業時間が長く自発休憩がとりづらい

作業（ライン作業による組立作業：立位・座

位） 

⑯ 注意集中が要求される作業（検査・確認作

業） 

⑰ 不活動となりやすい作業（事務作業（VDT作

業を含む）：長時間座位作業） 

３． 勤務形態（勤務の時間帯） 

⑱ 夜間・深夜勤務 

⑲ 交代制勤務 

 

 全体としては上記 12×5×2＝120 項目が理論的に

考えられ、本年度は暫定案としてこれらに、「対人・

接客作業」と「出張が多い勤務」を加え、別表のとお

り 19 項目を設定し、両立支援マトリクスの横軸（x

軸）とした。 

 

（１－２）がん治療と就労の両立に影響しうる症状

や病態（疾病性）の分析 

 パネル会議と関係者ディスカッションにより（エ

キスパートオピニオン）、両立に影響しうる疾病性情

報の共通項目として、下記が抽出された。 

 

【共通疾病性情報（臓器別：マトリクス縦軸（y軸））】 

＜就労に影響を与える症状（疾病性）＞ 

１・体力 

1. 療養前の約９０％の体力 

2. 療養前の約８０％の体力 

3. 療養前の約７０％の体力 

２．上部消化管 

  4. 口内炎 

  5. 味覚の変化・異常 

  6. 食欲不振 

  7. 胸やけ 

  8. 吐き気（悪心・嘔吐） 

３．下部消化管 

  9. 下痢 

  10. 便秘 

４． 疼痛 

  11. 頭痛 

  12.体幹痛（背部痛・腰痛） 

  13.四肢の痛み（関節痛・筋肉痛） 

５． 呼吸器 

  14.息切れ 

６． 皮膚・四肢 

  15.しびれ（末梢神経障害） 

   16.脱毛 

    17. 手足症候群（手指・足の痛みやしびれ、皮膚

の腫れ、爪の変形） 

    18. かゆみや湿疹 

    19. 筋肉の痙攣（こむら返り等） 

７． その他 

    20. 立ちくらみ 

    21. 倦怠感・疲れやすさ 

 

＜両立継続について、医師・産業医等のフォローアッ

プが必要な症状＞ 

 22. 認知機能低下（集中力・記憶力低下） 

 23. 睡眠障害 

 24. メンタルヘルス不調 

 25. ひどい倦怠感・疲れやすさ 

 26. 制御が難しい痛み 

＜両立の可否について、主治医および産業医の判断

を必ず要する状況＞ 

 27. 療養前の７０％未満の体力 
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 28. 重篤な肺機能障害（間質性肺炎等） 

 29. 重篤な心機能障害 

 30. 重篤な肝機能障害 

 31. 重篤な腎機能障害 

 32. 重篤な骨髄機能障害（貧血、血小板低下） 

 33. 重篤な免疫機能障害（骨髄抑制） 

 34. 重篤な内分泌障害（低カリウム血症） 

 35. 制御できていない痛み 

 36. 重篤なメンタルヘルス不調や睡眠障害 

 

また各がん種（胃がん、大腸がん、乳がん、子宮頸

がん、子宮体がん）特有ものとして下記が抽出された。 

【胃がん（臓器別：マトリクス縦軸（y軸））】 

・ダンピング症候群（食後の症状） 

1. 低血圧 

2. 発汗 

3. めまい 

4. 動悸 

5. 脱力感 

6. 腹鳴（おなかがゴロゴロ鳴る） 

7. 低血糖症状 

＜両立の可否について、主治医および産業医の判断

を必ず要する状況＞ 

・腸閉塞 

・縫合不全 

 

【大腸がん（臓器別：マトリクス縦軸（y軸））】 

・下部消化管 

1. 排便障害 

2. 人工肛門 

・泌尿器 

 3.排尿障害（血尿、頻尿、排尿時痛、残尿感等） 

 4.性機能障害 

＜両立の可否について、主治医および産業医の判断

を必ず要する状況＞ 

・腸閉塞 

・縫合不全 

・手術創感染 

 

【乳がん（臓器別：マトリクス縦軸（y軸））】 

・四肢 

1. 利き手の運動障害・しびれ 

2. 利き手でない手の運動障害・しびれ 

3. リンパ浮腫 

4. 上半身のチリチリした痛み 

・更年期障害様症状 

5. 顔面の紅潮やほてり、のぼせ 

6. 発汗 

7. 動悸 

8. メンタルヘルス不調・睡眠障害 

 

【子宮頸がん・子宮体がん（臓器別：マトリクス縦軸

（y軸））】 

・泌尿器 

1. 排尿障害（血尿・頻尿・排尿時痛・残尿感等） 

2. 性機能障害 

・更年期障害様症状 

3. 顔面の紅潮やほてり、のぼせ 

4. 発汗 

5. 動悸 

6. メンタルヘルス不調・睡眠障害 

 

（１－３）がん種別、診断後のタイムコースカレンダ

ーを含めた両立支援マトリクスおよび両立支援ガイ

ダンス策定 

 １－１（マトリクス横軸（x 軸））と１－２（縦軸

（y 軸））を組み合わせた「要配慮・支援項目」につ

いて、合理的配慮の素案作成を開始した。要配慮の内

容としては、①職場復帰前の練習（試し出勤・通勤練

習）、②通勤方法の調整（時差出勤）、③特定の作業内

容の段階的な慣らし、または一時的な中止（他作業内

容への転換）、④就業時間中の休憩（トイレや捕食等

を含む）の取り方・時間・裁量の自由度、⑤使用薬剤

による作業の適否（主治医ならびに産業医指示）、⑥

食事関連配慮（食後作業の調整を含む）、⑦時間外残

業の制限といった項目が抽出された。これらをもと

に別表のような暫定素案を作成した。 

 また、最終的なマトリクスは、診断後の治療タイム
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コースカレンダー（時間軸）を含めたものをめざして

いることから、「がんと診断後の治療見通しの社会的

タイムコース」についての基礎データ収集を開始し

た。（＊１：厚生労働省患者調査（平成 26 年 9 月）、

＊２国内がん拠点病院（パイロットサンプル）導入ク

リニカルパスに基づき算出、＊３先行国内横断研究６）

７）） 

・胃がん 

[平均在院日数] 

 全体 19.3日（＊１） 

 手術（胃切除術（腹腔鏡下、開腹下）） 

13-15日（＊２） 

 抗がん剤（SP,SOX）（初回導入） 

4－8日（＊２） 

 

[休業から復職までの日数]（＊３） 

 全体（大企業・時短勤務） 

      62日 

   （大企業・フルタイム） 

      124日 

 

・大腸がん 

[平均在院日数] 

 全体 18.0日（＊１） 

 手術 10-14日（＊２） 

 抗がん剤（FOLFOX+BV）（初回導入） 

4-6日（＊２） 

[休業から復職までの日数]（＊３） 

 全体（大企業・時短勤務） 

     67日 

   （大企業・フルタイム） 

     137日 

 

・乳がん 

 手術（乳房（LN切除、部切センチネル）） 

    7-12日（＊２） 

 抗がん剤（Per+HER+DOC）（初回導入） 

    3-10日（＊２） 

[休業から復職までの日数]（＊３） 

 全体（大企業・時短勤務） 

     91日 

   （大企業・フルタイム） 

     209日 

 

・子宮がん 

[休業から復職までの日数] 

（女性生殖器がん全体＊３） 

   （大企業・時短勤務） 

      83日 

   （大企業・フルタイム） 

      172日 

 

【 ３ 】がん患者の両立支援のために職域で求めら

れる合理的配慮の在り方と、その推進のために医療

機関支援スタッフ（がん相談支援センター等におけ

る看護師・薬剤師・臨床心理士・医学物理士・医療職

両立支援コーディネータ）や職域の産業保健スタッ

フに望まれる役割の分析 

 パネル会議等によるエキスパートオピニオンの集

約（暫定版）として、疾患特異的ではなく診療科横断

的だが職場での作業生産性に負の影響を与えやすい

症状の抽出を行った。このような「invisible 

symptoms（他人に気づかれにくい症状）」として、①

体力低下や倦怠感・だるさ（cancer related fatigue）、

②慢性疼痛（頭痛、腰痛、背部痛、四肢の痛み）、③

メンタルヘルス不調や睡眠障害８）９）、④認知機能低

下１０）（集中力・記憶力低下）が挙げられた。これら

の症状は、職場の上司部下や同僚等の人間関係だけ

でのフォローアップは難しいと考えられ、職域の産

業保健スタッフや医療機関多職種支援スタッフを中

心とした医療職が積極的にその有無を評価し、フォ

ローアップや必要に応じた医療（担当医、主治医）へ

のフィードバック（連携）を行うことが重要と考えら

れた。今後、本研究班の他分担グループの認知機能評

価質問紙妥当性研究や、わが国におけるがん患者睡

眠障害実態調査（現在進行中）とあわせ、その成果の

実用化へむけた検討を実施する。 

 また、特に職域では近年、がんの 3次予防（就業継
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続・職場復帰）のみならず、2 次予防（重症化予防）

としての早期発見・治療が、がん対策推進企業アクシ

ョン等の活動を通して普及しつつある。現在わが国

の 20-40 歳代女性のがん検診受診率は他の先進国に

比べて低いと指摘されるが、働く 20-40 歳代女性の

受診率向上をめざしたがん検診休暇制度創設といっ

た提言１１）もなされている。職域では、就労妊産婦に

対する産業保健スタッフの支援として、母性健康管

理指導事項連絡カードを用いた産科主治医と職域の

連携が行われることがあるが、がんの両立支援でも

同様なシステムでの連携や、さらに、妊娠中にみつか

るがん（妊娠期がん：欧米での報告では 1,000-1,500

妊婦に 1 人の割合。最多は乳がんで妊婦 3,000 人に

1 人とされる１２））やがん治療と妊孕性温存の両立に

ついても、がんとの共生を支える医療スタッフが支

援する在りかたを検討すべきと考えられた。 

 

Ｄ.考察 

 支援ツール作成について、人間工学・産業衛生学的

観点から抽出した作業内容項目や、臨床面（疾病性）

観点から抽出した共通項目だけでも、かなり多岐に

わたるとともに、その各々について軽症から重症ま

でバリエーションが大きいことが、今後の実用面に

おける最大の課題である。本ツールは支援スタッフ

が活用するにとどまらず、就労がん患者が自らのが

んとの共生にむけた empowerment として使用するツ

ールをめざすことから、職業生活（作業事例性）・治

療（疾病性）・タイムコース（治療見込カレンダー）

の 3 基本要素を押さえつつ、がん患者の多様性に対

応できるような実践ツールの開発をめざす。さらに、

フォローアップが見過ごされがちであるが職場での

生産性やがん患者の QOL に深く関連する invisible 

symptoms について、わが国における実態解明と、医

療機関がん相談支援センターや職域の産業保健スタ

ッフを活用した解決策の提案をめざしていく。 

 

Ｅ.結論 

両立支援ツールとして、治療や病態に伴う症状で

ある疾病性情報を職場での配慮調整事項に翻訳する、

時間軸を含む両立支援マトリクスについて、職業生

活（作業事例性）・治療（疾病性）・タイムコース（治

療見込カレンダー）の 3 基本要素の抽出および基礎

情報の収集を行った。作業内容項目としては、作業環

境・心身高負荷作業・勤務形態等からなる 19項目を

暫定案としてマトリクスの x 軸に設定した。疾病性

情報（共通）としては、要配慮 19項目に加え、主治

医や産業医等の判断・評価・フォローアップを検討す

べき 15項目を暫定案とし、マトリクスの y軸として

設定した。マトリクスの中身にあたる合理的な配慮

（共通）としては、①職場復帰前の練習（試し出勤・

通勤練習）、②通勤方法の調整（時差出勤）、③特定の

作業内容の段階的な慣らし、または一時的な中止（他

作業内容への転換）、④就業時間中の休憩（トイレや

捕食等を含む）の取り方・時間・裁量の自由度、⑤使

用薬剤による作業の適否（主治医ならびに産業医指

示）、⑥食事関連配慮（食後作業の調整を含む）、⑦時

間外残業の制限といった項目が素案として抽出され

た。さらにがん診断後のタイムコースに用いる素案

として、先行研究や実態調査文献・現在使用されるク

リニカルパスから、入院日数・休業から復職までの日

数の平均値等を収集した。そして、両立支援推進のた

めに医療機関支援スタッフ（がん相談支援センター

等における看護師・薬剤師・臨床心理士・医療職両立

支援コーディネータ）や職域の産業保健スタッフに

望まれる役割として、特に、①体力低下や倦怠感・だ

るさ（cancer related fatigue）、②慢性疼痛（頭痛、

腰痛、背部痛、四肢の痛み）、③メンタルヘルス不調

や睡眠障害、④認知機能低下といった invisible 

symptoms（他人に気づかれにくい症状）に着目する重

要性を提唱し、医療職による積極的な評価、フォロー

アップ、そして必要に応じた医療（担当医、主治医）

連携の在り方について検討を行った。 

平成 30 年度は、両立支援マトリクスを活用して、

全国の複数のがん相談支援センターでの就労支援の

事例を収集して、更なるブラッシュアップを図る予

定である。 
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Ｆ.健康危険情報 

なし 

Ｇ.研究発表 

１．論文発表  

・武藤剛、横山和仁、福田洋、遠藤源樹．職域から

の女性の健康支援―就労と女性のライフコース両立

をめざして．保健の科学. 2017 59(10):680-687 

２．学会発表等 

現在発表を検討している。 

 

H.知的財産権の出願・登録 

特に記載するべきものなし 
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